
（証券コード:3113）

2017年５月31日

株 主 各 位
東京都港区赤坂八丁目10番24号

Ｏａｋキャピタル株式会社

代表取締役 竹  井  博  康

第156期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第156期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット）によって議決

権を行使することができますので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くだ
さいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2017年６月27
日（火曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただくか、当社の指定する議決権行
使ウェブサイト（https://www.net-vote.com/）より議決権をご行使いただきますようお願い
申し上げます。インターネットによる議決権行使に際しましては、２頁の「インターネット
による議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。

　敬　具
記

１.日　時 2017年６月28日（水曜日）午前10時　（午前９時受付開始）

２.場　所 東京都千代田区平河町二丁目４番１号

都市センターホテル（日本都市センター会館内）３階

コスモスホールⅠ

３.目的事項

報告事項 １．第156期（2016年４月１日から2017年３月31日まで）事業報告の内容、連

結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結

果報告の件

２．第156期（2016年４月１日から2017年３月31日まで）計算書類の内容報告

の件

決議事項

　第１号議案

　第２号議案

　第３号議案

　第４号議案

　剰余金処分の件

　取締役５名選任の件

　補欠監査役１名選任の件

　取締役及び監査役の報酬等の額改定の件
以　上

○　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

○　株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.oakcapital.jp）に掲載させていただきます。
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【インターネットによる議決権行使のご案内】

　インターネットにより議決権を行使される場合は、以下の事項をご確認のうえ、2017年

６月27日（火曜日）午後５時30分までにご行使くださいますようお願い申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又はタブレットから

当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能

です。

〔議決権行使ウェブサイトアドレス〕 https://www.net-vote.com/

２．インターネットによる議決権行使方法について

(1) インターネットにより議決権を行使される場合は、同封の議決権行使書用紙に記載

の「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って議

案の賛否をご入力ください。

(2) 書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネット

によるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。また、インター

ネットによって複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行われたものを

有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

３．ログインＩＤ及びパスワードのお取扱いについて

(1) 議決権行使書用紙に記載されている「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」は、本

株主総会に限り有効です。

(2) パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な

情報です。大切にお取扱いください。

(3) パスワードの再発行をご希望の場合は、後記の専用ダイヤルまでご連絡ください。

４．ご留意事項

(1) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際に発生する費用は、株主様のご負担と

なります。

(2) 株主様のインターネット利用環境等によっては、ご利用いただけない場合がありま

す。

【インターネットによる議決権行使に関するお問合わせ先】

　　　　　　　株式会社アイ・アール ジャパン　証券代行業務部

　　　　　　　〔専用ダイヤル〕０１２０－９７５－９６０

　　　　　　　〔受付時間〕午前９時～午後５時（土・日・祝日を除く）
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

〔 2016年４月１日から
2017年３月31日まで 〕

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当期における国内株式市場は、年初から米国の利上げと為替の影響から乱高下の相

場となり、英国のＥＵ離脱決定により最安値をつけましたが、トランプ政権発足以降、

経済対策への期待感から上向いてまいりました。

　その結果、日経平均株価は12月に年初来高値を更新し、大納会は19,114円と前年末

を上回り、年間では５年連続で上昇いたしました。

　当社の主たる事業である投資銀行業務においては、新興及び中堅上場企業の財務支

援を通して、成長戦略及び事業再生や成長戦略に必要なＭ＆Ａ、並びに事業提携など

の事業戦略の支援・助言を行っております。

　当社が実施する上場企業向けエクイティファイナンスの引受け業務は、日本経済の

成長において重要な役割を担っており、出資先企業の企業価値向上へ導くことが当社

の使命であります。また当社は、エクイティファイナンスの引受けに際し、金融庁や

証券取引所の定める厳正かつ公正なルールに従い、株式市場に対し透明性を重視する

とともに、公正な資金調達の担い手として実施しております。

　当期は出資先企業に対して、事業再生及びイノベーションを目的とした成長戦略の

立案、Ｍ＆Ａの助言、ＩＲ支援など様々な支援業務に取り組み、価値向上の後押しを

実施して一定の成果をあげることができ、業績は増収増益となりました。しかしなが

ら、株式市場の変動等の要因もあり投資収益率は前期と比較して下回りました。

　当社は、将来の金融市場の潮流を捉え、変動する外部環境であっても成長し続ける

投資銀行を目指し、経営戦略である投資領域の拡大を目的に、事業会社の買収、海外

投資の拡大、国内外のブランド企業への投資など投資事業構造のイノベーションを推

進してまいります。

　引き続き金融市場は欧米の政治経済の不安定要因などがあり、予断を許さぬ環境で

はありますが、これらの動向を注視しながら、事業の拡大への取り組みにより、成長

力・収益力・安定力を強固にし、「企業価値」と「株主価値」を更に高めてまいりま

す。
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　以上の結果、当期の連結業績は、売上高89億58百万円、営業利益９億55百万円、経

常利益８億15百万円、親会社株主に帰属する当期純利益８億85百万円となり、個別業

績は、売上高89億58百万円、営業利益９億61百万円、経常利益９億37百万円、当期純

利益10億７百万円となり、前期と比較して増収増益となりました。

(2) 設備投資の状況

　特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　当社は、中核事業である投資銀行業において、既存投資先の企業価値向上を図ると

ともに、多様な成長分野に視野を拡げ、積極的な活動に努めてまいります。また、事

業投資を推進し、既存事業の収益化を図るとともに、新たな事業モデルの開発も進め

てまいります。

①　投資銀行

　上場企業向けエクイティファイナンスの引受けと成長戦略を後押ししてまいりま

す。また、事業の再構築や再編の支援を目的に、当社の仲介による企業間の事業提

携等を通じ、事業規模や事業領域の拡大に導く再生支援を行うとともに、優れた技

術力や成長力を持つ企業を対象に国内外で投資を実施いたします。

②　事業投資

・事業投資

　事業提携や資本提携、Ｍ＆Ａなどを通じ、国内外において新規事業の創出や新

たな事業展開を図ってまいります。

・事業プロジェクト投資

　企業の成長シナリオとなる事業モデルの企画立案と構築支援を行い、併せて、

事業資金についてエクイティファイナンスの引受けを実施いたします。

・ブランド投資

　高いブランド力を持つ企業に対し投資を行い、成長支援を通じて企業価値の向

上を図ってまいります。

　上記の課題に適切に対処することにより、事業の更なる発展に努めてまいります。株主

の皆様におかれましては、今後一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

4



(5) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第153期

(2014年３月期)
第154期

(2015年３月期)
第155期

(2016年３月期)
第156期(当期)
(2017年３月期)

売 上 高（千円) 4,167,096 － － 8,958,343

経 常 利 益（千円) 564,038 － － 815,709
親会社株主に帰属

す る 当 期 純 利 益
（千円) 554,651 － － 885,799

１株当たり当期純利益（円) 12.91 － － 16.51

総 資 産（千円) 4,380,831 － － 8,362,633

純 資 産（千円) 4,192,929 － － 8,065,280

（注）１．第154期及び第155期は連結計算書類を作成していないため、記載しておりません。

２．「１株当たり当期純利益」は期中平均株式数に基づき算出しております。

３．当期の状況につきましては、前記(1)「事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第153期

(2014年３月期)
第154期

(2015年３月期)
第155期

(2016年３月期)
第156期(当期)
(2017年３月期)

売 上 高（千円) 3,810,286 8,315,754 5,461,395 8,958,343

経 常 利 益（千円) 603,476 1,862,608 906,508 937,847

当期純利益（千円) 522,737 1,809,145 761,512 1,007,938

１株当たり当期純利益（円) 12.17 38.20 14.55 18.79

総 資 産（千円) 4,380,831 7,579,945 8,130,729 8,595,983

純 資 産（千円) 4,192,929 6,932,902 7,894,661 8,345,774

（注）１．「１株当たり当期純利益」は期中平均株式数に基づき算出しております。

２．第153期におきましては、エクイティファイナンス投資のキャピタルゲイン及び戦略投資のリターン

により、大幅な増収となり、黒字転換いたしました。

３．第154期におきましては、投資先企業の株価の上昇等によりキャピタルゲインが増加し、大幅な増

収・増益となりました。

４．第155期におきましては、前期の反動により減収・減益となったものの３期連続の黒字決算となりま

した。

５．当期の状況につきましては、前記(1)「事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況（2017年３月31日現在）

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会　社　名 資本金又は出資金 当社の議決権比率 主要な事業内容

OAK HAWAII RESORT & 

GOLF,INC.
10,000米ドル 100.0％ 投資銀行業

(7) 主要な事業内容（2017年３月31日現在）

　当社の主要な事業内容は以下のとおりであります。

事 業 セ グ メ ン ト 事 業 の 内 容

投 資 銀 行
エクイティファイナンス投資、事業投資、
事業プロジェクト投資、ブランド投資

(8) 主要な事業所（2017年３月31日現在）

会 社 名 主 要 な 事 業 所

当 社 （本　社）　東京都港区

(9) 使用人の状況（2017年３月31日現在）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

21名 1名増

（注）１．連結子会社に使用人はおりません。

２．当社グループは投資銀行の単一セグメントであるため、セグメント別の記載はしておりません。

(10)主要な借入先（2017年３月31日現在）

　該当事項はありません。

(11)その他企業集団の現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2017年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 150,000,000株

(2) 発行済株式の総数 53,675,037株（自己株式33,997株を含む。）

(3) 株主数 22,879名（前期末比485名減）

(4) 大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

山 崎 光 博 2,217千株 4.13％

エ ル エ ム ア イ 株 式 会 社 1,014 1.89

竹 井 博 康 895 1.67

協 和 青 果 株 式 会 社 760 1.42

楽 天 証 券 株 式 会 社 602 1.12

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 587 1.09

御 所 野  侃 560 1.04

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 553 1.03

白 石 和 弘 360 0.67

平 澤 万 優 353 0.66

（注）持株比率は、自己株式（33,997株）を控除して計算しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2017年３月31日現在）

  該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対して交付した新株予約権の状況

　該当事項はありません。

(3) 現に発行している新株予約権（2017年３月31日現在）

　該当事項はありません。
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４．当社の会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2017年３月31日現在）

氏 　 　 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

竹 井 博 康 代表取締役会長兼ＣＥＯ
エルエムアイ株式会社代表取締役社長
クリストフルジャパン株式会社代表取締役会長
OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC. 代表取締役

秋 田 　 勉
取　締　役
（管理本部長兼経理財務部長）

槙 野 冬 樹
取　締　役
（投資銀行部長）

尾 関 友 保 取　締　役
株式会社エムエフアイジャパン代表取締役
アドバネクス株式会社社外取締役

宇 田 好 文 取　締　役

株式会社ブロードウエイ・パートナーズ代表取
締役
北野建設株式会社社外取締役
株式会社フライトホールディングス社外取締役

髙 橋 英 也 常勤監査役

坂 井 　 眞 監  査  役
弁護士
株式会社デジタルガレージ社外取締役・監査等
委員

廣 瀬 元 亮 監  査  役

上 野 園 美 監　査　役
弁護士
公認会計士

（注）１．尾関友保及び宇田好文の両氏は、社外取締役であります。

２．坂井眞、廣瀬元亮及び上野園美の３氏は、社外監査役であります。

３．尾関友保、宇田好文、坂井眞及び上野園美の４氏は、東京証券取引所有価証券上場規程第436条の２

に定める独立役員として届け出ております。

４．髙橋英也氏は、永らく当社の管理部門、経理部門において財務及び会計に関する業務に従事してお

り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．尾関友保、宇田好文、髙橋英也、坂井眞、廣瀬元亮及び上野園美の６氏は、当社との間で会社法第

427条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額となります。

６．槙野冬樹氏は、2016年６月23日開催の第155期定時株主総会において選任されております。

７．上野園美氏は、2016年６月23日開催の第155期定時株主総会において選任されております。

８．永野義一氏は、2016年６月23日開催の第155期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任

    しております。
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(2) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

５名
（２名）

171,100千円
（14,600千円）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

５名
（４名）

26,200千円
（18,200千円）

合 計 10名 197,300千円
 

（注）１．上記には、2016年６月23日開催の第155期定時株主総会終結の時をもって退任した監査役１名（うち

社外監査役１名）を含んでおります。

２．株主総会の決議による取締役の報酬限度額（使用人分給与は含まない。）は年額240,000千円（うち

社外取締役年間報酬限度額40,000千円）であります。また、取締役のストックオプションとしての

新株予約権の報酬等の額は別枠で年額80,000千円（うち社外取締役について20,000千円）でありま

す。（2010年６月29日開催の第149期定時株主総会決議）

３．株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額48,000千円（うち社外監査役年間報酬限度額

36,000千円）であります。また、監査役のストックオプションとしての新株予約権の報酬等の額は

別枠で年額40,000千円（うち社外監査役について20,000千円）であります。（2010年６月29日開催

の第149期定時株主総会決議）

　  (3) 社外役員に関する事項

①　取締役　尾関友保

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

株式会社エムエフアイジャパンの代表取締役を兼任しております。当該会社と

当社との間には特別の関係はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

アドバネクス株式会社の社外取締役を兼任しております。当該会社と当社との

間には特別の関係はありません。

ⅲ　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

任期内の取締役会９回開催中７回（77.8％）出席し、適宜、取締役会の意思決

定の適正性を確保するための質問、助言を行っております。
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②　取締役　宇田好文

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

株式会社ブロードウエイ・パートナーズの代表取締役を兼任しております。当

該会社と当社との間には特別の関係はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

北野建設株式会社及び株式会社フライトホールディングスの社外取締役を兼任

しております。当該会社と当社との間には特別の関係はありません。

ⅲ　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

任期内の取締役会９回開催中９回（100.0％）出席し、適宜、取締役会の意思決

定の適正性を確保するための質問、助言を行っております。

③　監査役　坂井眞

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

株式会社デジタルガレージの社外取締役・監査等委員を兼任しております。当

該会社と当社との間には特別の関係はありません。

ⅲ　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

任期内の取締役会は９回開催中８回（88.9％）出席し、監査役会は９回開催中

８回（88.9％）出席し、弁護士としての専門的見地から、適宜、取締役会の意

思決定の適正性を確保するための質問、助言を行っております。
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④　監査役　廣瀬元亮

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

ⅲ　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

当社代表取締役竹井博康の叔父であります。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

任期内の取締役会は９回開催中９回（100.0％）出席し、監査役会は９回開催中

９回（100.0％）出席し、適宜、取締役会の意思決定の適正性を確保するための

質問、助言を行っております。

⑤　監査役　上野園美

ⅰ　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

ⅱ　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等

との関係

該当事項はありません。

ⅲ　当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者又は役員との親族関係

該当事項はありません。

ⅳ　当事業年度における主な活動内容

任期内の取締役会は７回開催中７回（100.0％）出席し、監査役会は６回開催中

６回（100.0％）出席し、弁護士及び公認会計士としての専門的見地から、適

宜、取締役会の意思決定の適正性を確保するための質問、助言を行っておりま

す。
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５．会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

監査法人日本橋事務所

(2) 会計監査人に対する報酬等の額

支 払 額

当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

25,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当社の当事業年度に

係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠な

どが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同

意の判断をいたしました。

(3) 責任限定契約の内容の概要

当社と会社法第427条第１項の規定により、任務を怠ったことによる損害賠償責任を

限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額

となります。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を

決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査

役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を

解任した旨及び理由を報告いたします。
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６. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制に関する事

項

　当社は、業務の適正を確保するための体制の整備に関する基本方針を下記のとおり定

めております。

(1) 当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、

会社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者（以下、

(4)及び(5)において「取締役等」という。）及び使用人の職務の執行が法令及び定

款に適合することを確保するための体制

①　代表取締役は、内部統制管理責任者として、内部統制構築にかかわる全責任を負

うとともに、当社並びにその子会社（以下「当社グループ」という。）の全役職

員に対し企業倫理の遵守を継続的に行うよう徹底を図る。

②　取締役は、経営理念を率先垂範し、社員への周知徹底、教育啓蒙を継続し、法令

の遵守及び社会的要請への対応を最優先する企業風土を醸成する。

③　当社は、「取締役会規則」に基づき、原則として月１回の定例取締役会と必要に

応じ臨時取締役会を開催し、取締役は他の取締役の職務執行の監督を行う。

④　当社は、監査役会設置会社であり、監査役は、監査に関する規程、監査役会で定

めた監査方針及び監査計画に基づき、取締役会への出席、職務執行状況の調査な

どを通じ、法令遵守体制、リスク管理体制、財務情報その他企業情報を適正かつ

適時に開示するための体制について、取締役が適切に構築し運用しているかを監

査し、必要に応じ改善を助言又は勧告する。

⑤　当社は、コンプライアンス関連規程、規則等を定め、当社グループの全役職員が

法令及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とするとともに、コンプ

ライアンス委員会を設けコンプライアンス体制の構築、整備及び問題点の把握・

解決を図る。

⑥　当社は、当社グループの事業活動又は取締役及び社員のコンプライアンス上の違

反行為あるいは疑義のある行為が行われ、又は行われようとしていることに取締

役及び社員が気づいた際の通報体制として、社外の通報窓口の設置も含めて、個

人が直接通報を行うことのできる手段を構築し、コンプライアンスに関する相談

や不正行為等の通報を受け付けるとともに、通報者のプライバシー保護を徹底し

た運用を行い、通報内容を秘守する等、通報者に対して、不利益な扱いを行わな

いものとする。

⑦　当社は、「コンプライアンスマニュアル」、「反社会的勢力対応規程」に基づき、

警察、顧問弁護士等との連携により、市民生活の秩序又は安全に脅威を与える反
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社会的勢力及び団体とは断固として対決し、一切の関係を遮断する。

⑧　当社は、職務分掌に関する規程等に基づき、職務の執行について責任と範囲を明

確に定める。

⑨　当社は、「内部情報管理及び内部者取引規制に関する規程」を定め、未公表情報

を厳格に取り扱い、インサイダー取引等の防止を図る。

⑩　当社は、業務執行部門から独立した内部監査業務を専任所管する内部監査室を設

け、専任者を配置する。専任者は、年度監査計画に基づき当社グループにおいて

監査を実施し、被監査部門に対する問題点の指摘、業務改善の提案、確認を行い、

その実現の支援を行うとともに、内部監査結果を代表取締役に報告を行い、併せ

て取締役会及び監査役へも報告する。

⑪　当社は、内部監査室からの内部監査結果を受け、代表取締役の指示に従い不備の

改善及び開示すべき重要な不備の是正を行う。

⑫　当社は、金融商品取引法及びその他の法令への適合も含め、「コンプライアンス

の遵守」、「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告の信頼性の確保」、「資

産の保全」を目的として、内部統制の仕組みを整備し、業務の改善を図る。なお、

「財務報告に係る内部統制に関する基本方針」については別途これを定める。

⑬　当社は、会社情報の開示について、「情報開示規程」、その他関連規程において

当社グループからの情報収集、開示書類の作成、開示手順、開示責任者等を定め、

開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　当社は、株主総会、取締役会及び経営会議の議事録を、法令及び関連規程に従い

作成し、適切に保存、管理する。

②　当社は、「文書管理規程」に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電

磁的媒体（以下「文書等」という。）に記録し、保存を行う。取締役及び監査役

は、常時、これらの文書等を閲覧できる。

③　当社は、情報セキュリティに関する基本方針、規程を定め、各種情報資産への脅

威が生じないよう適切な保護対策を実施する。

(3) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は、「リスクマネジメント基本規程」に基づき、当社グループの事業活動に

おいて想定される各種リスクにかかわる適切な評価・管理体制を構築する。また、

リスクマネジメント委員会は、リスクマネジメント推進に係る課題、対策を協議、

決定し、当社グループ全体のリスクを総括的・網羅的に管理する。
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②　当社は、事業上のリスクとして、市場リスク・信用リスク・事務リスク・システ

ムリスク・コンプライアンスリスク・情報関連リスク及び災害リスク等を認識し、

個々のリスクに対するマニュアル等の整備及び見直しを行う。

③　当社は、「危機管理細則」に基づき、不測の事態が発生した場合の対応を含む危

機管理体制を整備し、有事には迅速かつ適正な対応を行い、損失・被害を防止し、

損失を最小限にとどめる。

(4) 当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確

保するための体制

①　当社は、「取締役会規則」において、取締役会において付議すべき事項を定め、

それらの付議事項について取締役会で決定する。また、併せて、決裁に関する「稟

議決裁基準一覧表」にて、代表取締役等の決裁権限を定める。

②　当社は、代表取締役以下常勤取締役を主要メンバーとする経営会議を設け、取締

役会が決定した経営の基本方針に基づき、経営全般にかかわる重要事項を協議・

決定する。

③　当社は、経営環境の変化に迅速に対応するとともに、経営の透明性を確保するた

め、執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定・監督機能と職務執行機能を分

離する。

④　当社の役員及び社員は、その専門機能に応じて子会社の経営効率の向上及び企業

価値を高めるため、積極的に支援・指導・助言するものとする。

(5) 当社子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他

当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する

ための体制

　　　当社は、「関係会社マネジメント規程」等の関連規程を定め、子会社に対し、重要

事項について当社の事前承認を得ること及び経営状況を定期的に報告又は説明するこ

とを義務付ける。

(6) 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　　　当社は、監査役がその職務を補助する特定の社員を置くことを求めた場合、取締役

会で協議のうえ、その社員を定める。
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(7) 当社の監査役の職務を補助する使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及

び当社の監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　　監査役の職務を補助する特定の社員を置いた場合には、当該社員は、監査役の職務

を補助するに際しては、監査役の指揮命令にのみ従う。また、取締役からの独立性を

確保するため、当該社員の人事異動、人事評価等については、事前に監査役と協議を

行い決定する。

(8) 当社の監査役への報告に関する体制

①　監査役は、取締役会その他重要な決議の場に出席し報告を受ける。

②　監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、稟議書

その他業務執行に関する重要な書類・文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は社

員にその説明を求めることができる。

③　取締役及び社員は、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす事項

等を発見したときは、直ちに監査役に報告する。

④　当社は、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員について、当該報告

を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グル

ープの役員及び社員に周知徹底する。

(9) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は、取締役と相互の意思疎通を図るため、監査役と取締役間で随時会合を

持つ。

②　取締役は、監査役の職務が実効的に行えるよう、監査役との間で、情報の交換に

努める。

③　内部監査室は、監査役との間に定期的な会合を持ち効率的な監査を行うことが可

能な環境を構築する。

④　監査役は、内部監査室の実施する内部監査に係る監査計画につき事前説明を受け、

内部監査の実施状況についても適宜報告を受ける。また、監査役が必要と認めた

場合には、業務改善案等を求めることができる。

⑤　監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受け、情報の交換を行う

など連携を図れる体制を構築する。

⑥　当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく

費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に

係る費用等が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速

やかに当該費用等を処理する。
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７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要に関する事項

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

(1) 内部統制システム全般に関する取組み

　当社の内部統制システム全般の整備・運用状況は、内部監査室がモニタリングし、

改善を進めております。また、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制の

有効性の評価」については、内部監査室が独立評価を実施しております。

(2) コンプライアンスに関する取組み

　当社は、年間のコンプライアンス行動計画を策定し、年４回以上開催されるコンプ

ライアンス委員会においてその進捗状況を確認しております。行動計画の中では、社

内向けコンプライアンス研修も実施しております。また、「内部通報制度（コンプラ

イアンス・ホットライン）」を設け、通報者の保護を図るとともに、問題の早期発見

と改善に努めております。

(3) リスク管理に関する取組み

　当社は、年間のリスクマネジメント実施計画を策定し、当社の経営に重大な影響を

及ぼす事業リスクに対応するため、リスクの分類を行い、具体的なリスクの内容に対

しリスクマネジメントの目標設定を行っております。また、四半期毎にリスクマネジ

メント委員会を開催し、リスク対応に対するモニタリングを実施しております。

(4) 業務執行の適正及び効率性の確保に関する取組み

　当社は、毎月開催を原則とする定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開

催し、業務執行の意思決定及びその監督を有効に行っております。また、取締役会は、

常勤役員による「経営会議」や常勤役員及び執行役員による「投資委員会」に権限移

譲を行い、重要事項に関し効率的な意思決定の仕組みを構築しております。

(5) 当社の関係会社における業務の適正の確保に関する取組み

　当社の関係会社は、「関係会社マネジメント規程」に則り、定められた重要事項に

関し承認申請、報告を行う体制としているほか、内部監査室が監査・指導を行ってお

ります。

18



(6) 監査役監査の実効性の確保に関する取組み

　当社は、監査役会を設けており、原則として月１回開催のうえ監査に関する重要な

事項の決議・報告・協議を行っております。また、監査役は各種会議への出席や稟議

書等の閲覧により監査の実効性を確保しております。

備考

この事業報告の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てており、比率等は四捨

五入により表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2017年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

営 業 投 資 有 価 証 券

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

そ の 他

繰 延 資 産

株 式 交 付 費

社 債 発 行 費 等

6,477,355

4,745,444

61,078

1,476,555

190,000

162

77,137

△73,023

1,876,723

105,027

10,900

11,103

30,271

13,300

2,789

36,662

3,226

1,768,470

1,258,163

154,543

313,545

42,217

8,553

2,831

5,722

流 動 負 債 204,289

未 払 金 27,642

未 払 法 人 税 等 25,960

預 り 金 82,338

そ の 他 68,348

固 定 負 債 93,062

繰 延 税 金 負 債 2,117

退 職 給 付 に 係 る 負 債 77,836

資 産 除 去 債 務 9,769

そ の 他 3,338

負 債 合 計 297,352

純 資 産 の 部

株 主 資 本 8,741,370

資 本 金 4,282,010

資 本 剰 余 金 3,206,468

利 益 剰 余 金 1,265,425

自 己 株 式 △12,534

その他の包括利益累計額 △676,089

その他有価証券評価差額金 △666,908

為 替 換 算 調 整 勘 定 △9,180

純 資 産 合 計 8,065,280

資 産 合 計 8,362,633 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,362,633

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2016年４月１日から
2017年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,958,343

売 上 原 価 6,926,732

売 上 総 利 益 2,031,610

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,076,110

営 業 利 益 955,500

営 業 外 収 益

受 取 利 息 10,727

そ の 他 1,819 12,546

営 業 外 費 用

支 払 利 息 41

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 101,336

株 式 交 付 費 償 却 2,695

社 債 発 行 費 等 償 却 6,009

為 替 差 損 231

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 42,023 152,337

経 常 利 益 815,709

特 別 利 益

違 約 金 収 入 125,469

新 株 予 約 権 戻 入 益 12,316 137,786

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 202

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 953,292

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,803

法 人 税 等 調 整 額 △1,311 67,492

当 期 純 利 益 885,799

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 885,799

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2016年４月１日から
2017年３月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当期首残高 4,282,010 3,206,486 797,012 △12,332 8,273,175

当期変動額

剰余金の配当 △268,211 △268,211

持分法の適用範囲の変動 △149,174 △149,174

親会社株主に帰属する当期
純利益

885,799 885,799

自己株式の取得 △232 △232

自己株式の処分 △17 30 12

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － △17 468,413 △201 468,194

当期末残高 4,282,010 3,206,468 1,265,425 △12,534 8,741,370

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 △390,831 － △390,831 12,316 7,894,661

当期変動額

剰余金の配当 △268,211

持分法の適用範囲の変動 △149,174

親会社株主に帰属する当期
純利益

885,799

自己株式の取得 △232

自己株式の処分 12

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△276,077 △9,180 △285,257 △12,316 △297,574

当期変動額合計 △276,077 △9,180 △285,257 △12,316 170,619

当期末残高 △666,908 △9,180 △676,089 － 8,065,280

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

①　連結子会社の数･･････････････････１社

②　連結子会社の名称････････････････OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.

当連結会計年度において、OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.に対する出資が完了したことにより、

同社を連結の範囲に含めております。

(2) 非連結子会社の状況

①　非連結子会社の名称･･････････････㈱ノイエス

②　連結の範囲から除いた理由････････非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

(3) 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず当該他の会社等を子

会社としなかった当該他の会社等の名称等

①　当該他の会社等の名称････････････軽井沢エフエム放送㈱、Ｏａｋキロロリゾート＆スノー㈱

②　子会社としなかった理由･･････････当社の主たる営業目的である投資育成のために取得したもので

あり、傘下に入れる目的で取得したものではないためでありま

す。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社の状況

①　持分法適用の関連会社の数････････５社

②　持分法適用の関連会社の名称･･････クリストフルジャパン㈱、UNIVA DEVELOPMENTS,LLC、BICC GOLF 

LLC、BICC PROPERTIES LLC、BICC UTILITIES LLC

当連結会計年度より、連結計算書類の作成を開始したことに伴い、クリストフルジャパン㈱を持分

法適用の関連会社に含めております。また、当連結会計年度中にUNIVA DEVELOPMENTS, LLC の持分

を新たに取得したことにより、関連会社に該当することとなったため、同社及びBICC GOLF LLC、

BICC PROPERTIES LLC、BICC UTILITIES LLCを持分法適用の関連会社に含めることとしたものであり

ます。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の状況

①　持分法非適用の非連結子会社の名称･･㈱ノイエス

②　持分法を適用していない理由･･････持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。
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(3) 他の会社等の議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有しているにもかかわ

らず当該他の会社等を関連会社としなかった当該他の会社等の名称等

①　当該他の会社等の名称････････････パス㈱、デジタルポスト㈱、㈱山田平安堂

②　関連会社としなかった理由････････当社の主たる営業目的である投資育成のために取得したもので

あり、傘下に入れる目的で取得したものではないためでありま

す。

(4) 持分法適用手続に関する特記事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度の計算書類を

使用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社であるOAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。

ただし、１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

ⅰ　売買目的有価証券････････････････時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま

す。

ⅱ　満期保有目的の債券･･････････････償却原価法（定額法）を採用しております。

ⅲ　その他有価証券

・時価のあるもの･･････････････････連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。

・時価のないもの･･････････････････移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業組合等は、その事業年度の財務諸表又は事業年

度の四半期会計期間に係る四半期財務諸表に基づいて、組合等

の純資産額を当社の出資持分割合に応じて計上しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産････････････････････定率法を採用しております。

（リース資産を除く） ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備について

は、定額法を採用しております。

②　無形固定資産････････････････････定額法を採用しております。

（リース資産を除く）

③　リース資産･･････････････････････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金･･････････････････････売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金･･････････････････････従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

の当連結会計年度負担額を計上することとしております。
 

③　投資損失引当金･･････････････････営業投資有価証券等について、実質価額の下落による損失に備

えるため、健全性の観点から投資先の経営成績及び財政状態を

勘案の上、その損失見積額を計上することとしております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①　繰延資産の処理方法

ⅰ　株式交付費････････････････････３年間で定額法により償却しております。

ⅱ　社債発行費等･･････････････････社債の償還期限内又は３年間のいずれか短い期間で定額法によ

り償却しております。

②　退職給付に係る負債の計上基準

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しております。

④　投資事業組合等への出資金に係る会計処理

投資事業組合等への出資金に係る会計処理は、組合等の事業年度の財務諸表及び事業年度の四半期

財務諸表に基づいて、組合等の純資産及び純損益を当社の出資持分割合に応じて、各々、営業投資

有価証券及び売上高として計上しております。

⑤　営業投資有価証券に係る会計処理

投資事業目的にて取得した有価証券は、営業投資有価証券として計上しております。

⑥　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理しております。

５．会計方針の変更

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号　2016年６月17日）を当連結会計年度に適用し、2016年４月１日以後に取得し

た建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による連結計算書類に与える影響は軽微であります。
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６．追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）

を当連結会計年度から適用しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 135,014千円

２．保証債務

　以下の関係会社の債務に対し債務保証を行っております。

㈱ノイエス 10,987千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 (単位：株)

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

発行済株式

普通株式 53,675,037 － － 53,675,037

合計 53,675,037 － － 53,675,037

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

株式の種類 普通株式

配当金の総額 268,211千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 ５円

基準日 2016年３月31日

効力発生日 2016年６月24日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　2017年６月28日開催の第156期定時株主総会の議案として、次のとおり付議する予定であります。

株式の種類 普通株式

配当金の総額 268,205千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 ５円

基準日 2017年３月31日

効力発生日 2017年６月29日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社の主たる事業は投資銀行業であります。これらの事業を行うため、当社では主に自己資金による

ほか、必要に応じて社債や新株予約権の発行により資金を調達しております。これらの資金により、将

来有望な国内外の上場企業並びに非上場企業へ投資を行っております。従って、信用リスク、価格変動

リスク、為替リスクを伴う金融資産及び流動性リスクを伴う金融負債を有しているため、会社経営にお

いて、リスクの把握と管理が重要であると考えております。そのため、当社は、リスク管理の基本的な

事項をリスクマネジメント基本規程として制定しております。この規程の中で、管理すべきリスクの種

類を特定するとともに的確な評価を行い、当該リスクへの適切な対応を選択するプロセスを構築し、実

践していくことを定めております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　当社グループにおける主な金融資産は、上場株式・新株予約権、非上場株式、投資事業組合への出資

金及び関係会社株式であります。主に純投資目的及び事業推進目的で保有しておりますが、上場株式に

ついては一部売買目的で保有しております。これらの金融資産は、投資先企業の信用リスク及び価格変

動リスクを伴っております。なお、上場企業への投資は、主にエクイティファイナンスの引受けであり、

新株予約権の引受割合を高く設定することにより、新株のみの引受けと比べ、当該株式の価格変動リス

クが限定的なものとなります。さらに、市場動向に即した計画的な権利行使により、当該リスクの軽減

を図っております。また、非上場株式は流動性が低く、外貨建金融資産は為替リスクを伴っております。

なお、当連結会計年度末において当社グループにおける重要な金融負債はありません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスクの管理

　当社は、投資先企業の信用リスクに関して、投資規程及び関連諸規則に従い、事業本部において、

民間信用調査機関及び案件担当者の企業分析等による情報に基づき投資先企業の状況を定期的にモニ

タリングしております。なお、緊急を要する重要情報を入手した場合は、取締役会又は投資委員会に

て、早急に対応策を協議する体制を構築しております。

②　市場リスクの管理

ⅰ　金利リスクの管理

　当社は、金利の変動リスクを回避するため、金融負債において固定金利又は無利息による資金調

達を中心に行っております。そのため、リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用して

おりません。

ⅱ　為替リスクの管理

　当社グループは、外貨建金融資産及び金融負債について為替の変動リスクに関して、個別の案件

ごとに管理しております。今後、状況に合わせて為替リスクをヘッジするためにデリバティブ取引

を行う可能性があります。

　当社グループにおいて、外国為替レート（主として、円・米ドルレート）のリスクの影響を受け

る主たる金融商品は、ドル建ての銀行預金及びドル建ての関係会社株式であります。

　その他すべてのリスク変数が一定の場合、2017年３月31日時点で、円が対米ドルで10％下落すれ

ば164,493千円増加するものと考えられます。反対に円が対米ドルで10％上昇すれば164,493千円減
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少するものと考えられます。

ⅲ　価格変動リスクの管理

　当社は、投資規程及び関連諸規則に従い、取締役会又は投資委員会において、投資判断を行って

おります。新規投資案件については、投資先企業のデューデリジェンスにより投資限度額、価格変

動リスクの評価を含む投資回収等の投資計画を立案し、取締役会又は投資委員会においてその投資

計画の決定を行っております。また、投資案件の検討・審議を慎重かつ効率的に行うために、投資

委員会の下部組織として投資検討会議を設けております。さらに、事業本部は、投資先企業に関す

る経営情報を収集・分析し、リスク状況をモニタリングするとともに、必要に応じ、取締役会及び

投資委員会に報告する体制を構築しております。なお、上場株式については、価格変動リスクに備

え、新株予約権の引受割合を高くする投資手法に加え、取得価額から20％程度下落した段階で株価

の回復可能性等を検討し、売却処分を行うことで価格変動リスクの軽減を図っております。

　当社は、主な金融資産である上場株式について新株予約権を効果的に組み合わせて投資を行って

いることで、価格変動リスクを低減しているため、これに係る市場リスク量を把握することを重視

しておらず、リスク管理上、市場リスクに関する定量的分析を利用しておりません。代表的なリス

ク分析の計測モデルであるバリュー・アット・リスク（ＶａＲ）は、過去の相場変動をベースに統

計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しているため、将来へ向けた事業再生及び

新規事業計画の提案を組み合わせた当社の投資手法とは親和性が低いと考えており、これを利用し

ておりません。

　しかしながら、営業投資有価証券に含まれる上場株式については、当社において、株価の価格変

動（主として、国内上場銘柄）のリスクの影響を受ける主たる金融資産であります。

　その他すべてのリスク変数が一定の場合、2017年３月31日時点で、ＴＯＰＩＸが15％上昇すれば

156,507千円増加するものと考えられます。反対に、ＴＯＰＩＸが15％下落すれば、156,507千円減

少するものと考えられます。

ⅳ　デリバティブ取引

　現在、デリバティブ取引を行っておりません。

③　流動性リスクの管理

　当社は、投資回収の管理、資金調達の多様化、海外投資家との提携等による調達環境を考慮した調

整をすることで資金調達に係る流動性リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2017年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）

２．参照のこと）。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 4,745,444 4,745,444 －

(2) 営業投資有価証券

売買目的有価証券 46,878 46,878 －

その他有価証券 1,142,340 1,142,340 －

(3) 投資有価証券

その他有価証券 11,164 11,164 －

(4) 短期貸付金 190,000

貸倒引当金（※） △73,023

116,977 116,977 －

(5) 関係会社長期貸付金 154,543 149,086 △5,456

資産計 6,217,347 6,211,890 △5,456

（※）短期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金

　現金及び預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(2) 営業投資有価証券、(3) 投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は公表されている基準価額によ

っております。また、組合出資金については、組合財産を時価評価できるものには時価評価を行ったう

え、当該時価に対する持分相当額を組合出資金の時価とみなして計上しております。

(4) 短期貸付金

　短期貸付金については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日

における連結貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって

時価としております。

(5) 関係会社長期貸付金

　関係会社長期貸付金については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報

の「資産(2) 営業投資有価証券　その他有価証券」及び「資産(3) 投資有価証券　その他有価証券」

には含まれておりません。

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

資　産

①非上場株式（※１）

その他有価証券 226,188

関係会社株式 1,244,499

②新株予約権（※１） 27,661

③組合出資金（※２） 35,987

資産計 1,534,336

（※１）非上場株式及び新株予約権については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから時価開示の対象とはしておりません。

（※２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので

構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、2009年12月に代物弁済により取得した不動産及び賃貸用の土地を有しております。代物弁済に

より取得した不動産は当社で使用せず処分する方針であり、継続的に処分活動を進めておりますが、当連

結会計年度末時点において、成約には至っておりません。今後も処分活動を継続し、資金回収を図ってい

く方針に変更はありません。

　なお、当該不動産は投資その他の資産の投資不動産に計上しております。また、賃貸用の土地に関する

賃貸損益は、287千円であります。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時価

326,846 391,073

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づく金額で

あります。
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（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 150円36銭

２．１株当たり当期純利益 16円51銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表

（2017年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　　産　　の　　部） （負　　債　　の　　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

営 業 投 資 有 価 証 券

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

そ の 他

繰 延 資 産

株 式 交 付 費

社 債 発 行 費 等

6,481,999

4,744,294

61,078

1,476,555

42,901

190,000

5,618

162

34,410

△73,023

2,105,431

105,027

10,900

11,103

30,271

13,300

2,789

36,662

3,226

1,997,177

13,664

331,080

1,281,215

313,545

57,671

8,553

2,831

5,722

流 動 負 債 157,147

リ ー ス 債 務 926

未 払 金 27,642

未 払 費 用 16,260

未 払 法 人 税 等 25,960

預 り 金 82,338

そ の 他 4,018

固 定 負 債 93,062

リ ー ス 債 務 3,093

繰 延 税 金 負 債 2,117

退 職 給 付 引 当 金 77,836

資 産 除 去 債 務 9,769

長 期 預 り 保 証 金 245

負 債 合 計 250,209

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 9,012,683

資 本 金 4,282,010

資 本 剰 余 金 3,206,468

資 本 準 備 金 2,957,049

そ の 他 資 本 剰 余 金 249,419

利 益 剰 余 金 1,536,738

利 益 準 備 金 35,500

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,501,238

繰 越 利 益 剰 余 金 1,501,238

自 己 株 式 △12,534

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △666,908

その他有価証券評価差額金 △666,908

純 資 産 合 計 8,345,774

資 産 合 計 8,595,983 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,595,983

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（ 2016年４月１日から
2017年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金　　　　　　　　額

売 上 高 8,958,343

売 上 原 価 6,926,732

売 上 総 利 益 2,031,610

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,070,423

営 業 利 益 961,187

営 業 外 収 益

受 取 利 息 25,712

そ の 他 1,819 27,531

営 業 外 費 用

支 払 利 息 41

株 式 交 付 費 償 却 2,695

社 債 発 行 費 等 償 却 6,009

為 替 差 損 102

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 42,023 50,871

経 常 利 益 937,847

特 別 利 益

違 約 金 収 入 125,469

新 株 予 約 権 戻 入 益 12,316 137,786

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 202

税 引 前 当 期 純 利 益 1,075,431

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68,803

法 人 税 等 調 整 額 △1,311 67,492

当 期 純 利 益 1,007,938

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2016年４月１日から
2017年３月31日まで ）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

当期首残高 4,282,010 2,957,049 249,437 3,206,486 35,500 761,512 797,012 △12,332 8,273,175

当期変動額

剰余金の配当 △268,211 △268,211 △268,211

当期純利益 1,007,938 1,007,938 1,007,938

自己株式の取得 △232 △232

自己株式の処分 △17 △17 30 12

株主資本以外の項目
の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － △17 △17 － 739,726 739,726 △201 739,507

当期末残高 4,282,010 2,957,049 249,419 3,206,468 35,500 1,501,238 1,536,738 △12,534 9,012,683

評　価　・　換　算　差　額　等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △390,831 △390,831 12,316 7,894,661

当期変動額

剰余金の配当 △268,211

当期純利益 1,007,938

自己株式の取得 △232

自己株式の処分 12

株主資本以外の項目
の当期変動額
（純額）

△276,077 △276,077 △12,316 △288,394

当期変動額合計 △276,077 △276,077 △12,316 451,112

当期末残高 △666,908 △666,908 － 8,345,774

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

　有価証券

売買目的有価証券･･････････････時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

満期保有目的の債券････････････償却原価法（定額法）を採用しております。

子会社株式及び関連会社株式････移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

　時価のあるもの･･････････････決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しており

ます。

　時価のないもの･･････････････移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業組合等は、その事業年度の財務諸表又は事業年度の

四半期会計期間に係る四半期財務諸表に基づいて、組合等の純資産

額を当社の出資持分割合に応じて計上しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産･･････････････････

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得し

た建物附属設備については定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産･･････････････････定額法を採用しております。

（リース資産を除く）

(3) リース資産････････････････････リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金････････････････････売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金････････････････････従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当

事業年度負担額を計上することとしております。

(3) 退職給付引当金････････････････従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する方法を用いた簡便法を適用しております。

(4) 投資損失引当金････････････････営業投資有価証券等について、実質価額の下落による損失に備える

ため、健全性の観点から投資先の経営成績及び財政状態を勘案し、

その損失見積額を計上することとしております。
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

①　株式交付費･･････････････････３年間で定額法により償却しております。

②　社債発行費等････････････････社債の償還期限内又は３年間のいずれか短い期間で定額法により償

却しております。

(2) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

(3) 投資事業組合等への出資金に係る会計処理

投資事業組合等への出資金に係る会計処理は、組合等の事業年度の財務諸表及び事業年度の四半期財

務諸表に基づいて、組合等の純資産及び純損益を当社の出資持分割合に応じ、各々、営業投資有価証

券及び売上高として計上しております。

(4) 営業投資有価証券に係る会計処理

投資事業目的にて取得した有価証券は、営業投資有価証券として計上しております。

(5) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当

事業年度の費用として処理しております。

５．会計方針の変更

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号　2016年６月17日）を当事業年度に適用し、2016年４月１日以後に取得した建物

附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

６．表示方法の変更

貸借対照表

①　前事業年度において、独立掲記していた無形固定資産の「商標権」（当事業年度2,314千円）及び「電

話加入権」（当事業年度78千円）については、重要性が乏しくなったため、当事業年度より「無形固

定資産」として一括で表示しております。

②　前事業年度において、独立掲記していた投資その他の資産の「長期前払費用」（当事業年度814千円）

及び「差入保証金」（当事業年度41,175千円）については、重要性が乏しくなったため、当事業年度

より投資その他の資産の「その他」に含めて表示しております。

７．追加情報

繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）

を当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 135,014千円

２．保証債務

　以下の関係会社の債務に対し債務保証を行っております。

㈱ノイエス 10,987千円

３．関係会社に対する金銭債権

関係会社に対する短期金銭債権 63,617千円

関係会社に対する長期金銭債権 15,681千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 46,394千円

販売費及び一般管理費 160千円

営業取引以外の取引高 16,089千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：株）

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 32,674 1,403 80 33,997

（注）自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものであり、減少は、単元未満株式の

買増請求によるものであります。
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 1,977,004千円

営業投資有価証券評価損 167,878千円

関係会社株式評価損 115,037千円

その他有価証券評価差額金 207,092千円

その他 113,230千円

繰延税金資産小計 2,580,243千円

評価性引当額 △2,579,944千円

繰延税金資産合計 299千円

繰延税金負債

営業投資有価証券 △8千円

資産除去債務（固定資産） △374千円

その他有価証券評価差額金 △1,871千円

繰延税金負債合計 △2,255千円

繰延税金資産（△は負債）の純額 △1,955千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．子会社

種類 会社等の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
OAK HAWAII
RESORT & 
GOLF, INC.

(所有)直接
100.00%

資金の貸付
役員の兼任
（３名）

資金の貸付 1,193,463
関係会社
長期貸付金

1,208,215

利息の受取
（注）

15,198
投資その
他の資産
のその他

15,681

（注）資金の貸付けに伴う利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

２．役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社

エルエムア
イ㈱

(被所有)
直接
1.90%

資金の貸付

貸付金の返済 100,000 － －

利息の受取
（注）

1,297 － －

（注）資金の貸付けに伴う利息については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 155円59銭

２．１株当たり当期純利益 18円79銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2017年５月９日

Ｏａｋキャピタル株式会社

取締役会　御中

監査法人 日 本 橋 事 務 所

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渡 邉 　 均 

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 木 下 雅 彦 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、Ｏａｋキャピタル株式会社の2016年４月１日から
2017年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、Ｏａｋキャピタル株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2017年５月９日

Ｏａｋキャピタル株式会社

取締役会　御中

監査法人 日 本 橋 事 務 所

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 渡 邉 　 均 

指 定 社 員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 木 下 雅 彦 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、Ｏａｋキャピタル株式会社の2016年４月１
日から2017年３月31日までの第156期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2016年４月１日から2017年３月31日までの第156期事業年度の取締役の

職務の執行に関して各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員

の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計

画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しまし

た。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の

交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務

の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき

整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等から

その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適

正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる

事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明

細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2017年５月９日

Ｏａｋキャピタル株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 髙 橋 英 也 

監査役（社外監査役） 坂 井 　 眞 

監査役（社外監査役） 廣 瀬 元 亮 

監査役（社外監査役） 上 野 園 美 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は、従来より企業価値の継続的な向上と株主の皆様に対する利益還元を経営の最重

要課題として捉えておりますが、2017年３月期の通期業績において、一定の成果を上げる

ことができましたので、今後の事業展開及び事業の継続的成長のための内部留保等を総合

的に勘案し、以下のとおり期末配当を実施いたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

　金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金５円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は、268,205,200円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

　2017年６月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員５名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役５名（うち社外取締役２名）の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ  り   が  な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

１
たけ

竹
い

井
ひろ

博
やす

康
(1950年10月16日生)

1993年11月　エル・アンド・エムインターナショナル株式

会社（現エルエムアイ株式会社）　代表取締

役社長（現任）

2003年６月　当社代表取締役ＣＥＯ

2006年５月　当社代表取締役会長

2006年７月　クリストフルジャパン株式会社　代表取締役

会長（現任）

2008年３月　当社代表取締役会長兼ＣＥＯ（現任）

2008年８月　当社投資事業本部長

2015年12月　OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.　代表取締

役（現任）

（重要な兼職の状況）

エルエムアイ株式会社　代表取締役社長

クリストフルジャパン株式会社　代表取締役会長

OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.　代表取締役

895,300株

２
あき

秋
た

田
 

　
つとむ

勉
(1962年３月22日生)

1985年４月　株式会社ダイエー入社

1999年７月　株式会社ダイエーホールディングコーポレー

ション経営企画室グループマネージャー

2004年８月　当社入社経理財務部次長

2007年７月　当社経理財務部長

2009年４月　当社執行役員　経理財務部長

2012年６月　当社執行役員　管理本部長兼経理財務部長

2012年６月　当社取締役　管理本部長兼経理財務部長（現

任）

2015年12月　OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.　取締役

（現任）

35,200株

45



候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

３
まき

槙
の

野
ふゆ

冬
き

樹
(1962年１月30日生)

1985年４月　野村證券株式会社入社

1990年６月　野村企業情報株式会社 Mergers & 

Acquisitions　アソシエイト

1993年１月　野村香港インターナショナル Corporate 

Finance　アソシエイト・ディレクター

1999年６月　ドイツ證券株式会社 Mergers & 

Acquisitions　ヴァイス・プレジデント

2001年12月　同社Global Telecom Team　ディレクター

2011年10月　株式会社日本ＭＡソリューション　取締役

2012年２月　同社専務取締役

2012年５月　同社代表取締役社長

2013年３月　当社入社　執行役員　投資事業本部

2014年７月　当社執行役員　投資事業本部副本部長

2015年12月　OAK HAWAII RESORT & GOLF, INC.取締役（現

任）

2016年１月　当社常務執行役員　投資銀行部長

2016年６月　当社取締役　投資銀行部長（現任）

10,000株

４
お

尾
ぜき

関
とも

友
やす

保
(1954年６月13日生)

1997年７月　日本アウトソーシング株式会社　代表取締役

社長

1999年８月　プライスウォーターハウスクーパースＢＰＯ

ジャパン株式会社　プレジデント

2001年１月　アクセンチュア株式会社　パートナー

2002年４月　株式会社エムエフアイジャパン　代表取締役

（現任）

2004年６月　当社社外監査役

2008年６月　当社取締役

2009年６月　当社社外取締役（現任）

2015年６月　アドバネクス株式会社　社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社エムエフアイジャパン　代表取締役

アドバネクス株式会社　社外取締役

16,250株
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候補者
番　号

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

５
う

宇
だ

田
よし

好
のり

文
(1941年８月17日生)

1966年４月　日本電信電話公社（現日本電信電話株式会社

（ＮＴＴ））入社

1999年６月　エヌ・ティ・ティ移動通信網株式会社（現株

式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（ＮＴＴド

コモ））　代表取締役副社長

2002年６月　ＮＴＴリース株式会社（現ＮＴＴファイナン

ス株式会社）　代表取締役社長

2006年10月　当社顧問

2008年６月　北野建設株式会社　社外取締役（現任）

2010年６月　当社社外取締役（現任）

2012年２月　デジタルポスト株式会社　取締役会長

2012年11月　株式会社ブロードウエイ・パートナーズ　代

表取締役（現任）

2015年６月　株式会社フライトホールディングス

　　　　　　社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ブロードウエイ・パートナーズ　代表取締役

北野建設株式会社　社外取締役

株式会社フライトホールディングス　社外取締役

5,000株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．尾関友保氏及び宇田好文氏は、社外取締役候補者であります。

３．当社は、社外取締役候補者尾関友保氏及び宇田好文氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届

け出ており、選任された場合引き続き独立役員として指定する予定です。

４．取締役候補者の選任理由等及び取締役との責任限定契約について

(1) 取締役候補者の選任理由等について

①　竹井博康氏は、永年にわたり投資事業をはじめ様々な事業分野における企業経営に携わる等豊

富な経営、業務執行経験を有しており、当社ＣＥＯとしてその経験や知見を当社経営において

活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できると判断し、

取締役として選任をお願いするものであります。

②　秋田勉氏は、永年にわたり経理財務業務をはじめとする経営管理業務に携わる等豊富な業務経

験を有しており、管理本部長兼経理財務部長としての委嘱を踏まえ、その経験や知見を当社経

営において活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できる

と判断し、取締役として選任をお願いするものであります。

③　槙野冬樹氏は、永年にわたり証券会社等において投資銀行業務や企業買収業務に携わる等豊富

な業務経験を有しており、投資銀行部長としての委嘱を踏まえ、その経験や知見を当社経営に

おいて活かすことにより、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できると判

断し、取締役として選任をお願いするものであります。
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④　尾関友保氏は、永年にわたり経営コンサルタント会社等の経営に携わる等豊富な業務経験を有

しており、その経験や知見を当社経営において活かすことにより、社外取締役として経営陣か

らは独立した立場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等への貢献が期待できる

と判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外監査役とし

ての在任期間は４年であり、その後、同氏が当社取締役に就任してからの年数は９年であり、

社外取締役としての在任期間は８年であります。

⑤　宇田好文氏は、永年にわたり数多くの投資案件に携わる等豊富な業務経験を有しており、その

経験や知見を当社経営において活かすことにより、社外取締役として経営陣からは独立した立

場で取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化等への貢献が期待できると判断し、社外

取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外取締役としての在任期間は

７年であります。

(2) 取締役との責任限定契約について

尾関友保氏及び宇田好文氏は、当社との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第

１項による損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認された場合、引き続

き同内容の責任限定契約を継続する予定であります。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が

規定する最低責任限度額となります。
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は次のとおりであります。

ふ

氏
 

　
り

　
 

　
 

　
が

　
 

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 及 び 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社の
株 式 数

おお

太
た

田
のぶ

信
ひろ

廣
(1950年３月17日生)

1996年３月　エルエムフーズ株式会社

2002年10月　当社投資事業本部

2012年５月　当社投資管理室

2015年４月　当社投資・運用管理室（現任）

2,300株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．候補者が監査役に就任した場合は、当社との間で会社法第427条第１項の規定により、同法第423条

第１項による損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく責任の限

度額は、法令が規定する最低責任限度額となります。
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第４号議案　取締役及び監査役の報酬等の額改定の件

１．提案の理由

　当社の将来的な経営体制の拡充を見据えて、現行の取締役及び監査役の報酬限度額の

改定を行うものであります。

２．報酬限度額改定の内容

(1) 取締役の報酬限度額改定

2010年６月29日開催の第149期定時株主総会において、報酬限度額を年額240百万円

（うち社外取締役年間報酬限度額40百万円）と承認いただき今日に至っております

が、これを年間報酬限度額480百万円（うち社外取締役年間報酬限度額80百万円）と

いたします。

なお、取締役の報酬額には、従来通り使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まな

いものといたしたいと存じます。

現在の取締役は５名（うち社外取締役２名）であり、第２号議案が原案どおり承認

可決されますと、引き続き取締役は５名（うち社外取締役２名）となります。

(2) 監査役の報酬限度額改定

2010年６月29日開催の第149期定時株主総会において、報酬限度額を年額48百万円

（うち社外監査役年間報酬限度額36百万円）と承認いただき今日に至っております

が、これを年間報酬限度額96百万円（うち社外監査役年間報酬限度額72百万円）と

いたします。

現在の監査役は４名（うち社外監査役３名）です。

(3) 適用時期等

改定の効果は、第157期事業年度開始日である2017年４月１日に遡及することといた

したいと存じます。

以　上
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メ　　モ



株主総会会場ご案内図

会場：東京都千代田区平河町二丁目４番１号

都市センターホテル（日本都市センター会館内）３階

コスモスホールⅠ

TEL（03）3265-8211

交通機関と所要時間

●地下鉄　麹町駅（有楽町線）１番出口（半蔵門方面出口）より徒歩約４分

●地下鉄　永田町駅（有楽町線・半蔵門線）５番出口より徒歩約４分

●地下鉄　永田町駅（南北線）９ｂ番出口より徒歩約３分

●地下鉄　赤坂見附駅（丸ノ内線・銀座線）Ｄ出口より徒歩約８分


